
資料３－１ 

６ 水 管 第 4 3 7 号 

令和６年５月 10 日 

水産政策審議会 会長 

 佐々木 貴文 殿 

農林水産大臣 坂本 哲志 

特定水産資源（まさば及びごまさば太平洋系群、まさば対馬暖流系群及び

ごまさば東シナ海系群、ずわいがに太平洋北部系群、ずわいがに日本海系

群Ａ海域、ずわいがに日本海系群Ｂ海域、ずわいがに北海道西部系群、ず

わいがにオホーツク海南部、まだら本州太平洋北部系群、まだら本州日本

海北部系群、まだら北海道太平洋並びにまだら北海道日本海）に関する令

和６管理年度における漁獲可能量の当初配分案等について（諮問第 447 号） 

 漁業法（昭和 24 年法律第 267 号）第 15 条第１項の規定に基づき、特定水産資源（ま

さば及びごまさば太平洋系群、まさば対馬暖流系群及びごまさば東シナ海系群、ずわ

いがに太平洋北部系群、ずわいがに日本海系群Ａ海域、ずわいがに日本海系群Ｂ海域、

ずわいがに北海道西部系群、ずわいがにオホーツク海南部、まだら本州太平洋北部系

群、まだら本州日本海北部系群、まだら北海道太平洋並びにまだら北海道日本海）に

関する令和６管理年度における漁獲可能量等を別紙１のとおり定めたいので、同条第

３項の規定に基づき、貴審議会の意見を求める。 

また、まさば及びごまさば太平洋系群、まさば対馬暖流系群及びごまさば東シナ海

系群、ずわいがに日本海系群Ａ海域、ずわいがに日本海系群Ｂ海域並びにずわいがに

オホーツク海南部に関する令和６管理年度における漁獲可能量の配分の変更等に係る

国の留保からの配分、数量の融通等について、別紙２の取扱いとしたいので、同条第

６項において準用する同条第３項の規定に基づき、併せて貴審議会の意見を求める。 
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○ 農 林 水 産 省 告 示 第 号 （ 別 紙 １ ）

漁 業 法 （ 昭 和 二 十 四 年 法 律 第 二 百 六 十 七 号 ） 第 十 五 条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 ま さ ば 及 び ご ま さ ば 太 平 洋

系 群 、 ま さ ば 対 馬 暖 流 系 群 及 び ご ま さ ば 東 シ ナ 海 系 群 、 ず わ い が に 太 平 洋 北 部 系 群 、 ず わ い が に 日 本 海 系 群

Ａ 海 域 、 ず わ い が に 日 本 海 系 群 Ｂ 海 域 、 ず わ い が に 北 海 道 西 部 系 群 、 ず わ い が に オ ホ ー ツ ク 海 南 部 、 ま だ ら

本 州 太 平 洋 北 部 系 群 、 ま だ ら 本 州 日 本 海 北 部 系 群 、 ま だ ら 北 海 道 太 平 洋 並 び に ま だ ら 北 海 道 日 本 海 に 関 す る

令 和 六 管 理 年 度 に お け る 同 項 各 号 に 掲 げ る 数 量 を 次 の よ う に 定 め た の で 、 同 条 第 五 項 の 規 定 に 基 づ き 、 次 の

と お り 公 表 す る 。

令 和 年 月 日

農 林 水 産 大 臣 坂 本 哲 志

-
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-

まさば及びごまさば太平洋系群、まさば対馬暖流系群及びごまさば東シナ海系群、ずわいがに太平洋北部

系群、ずわいがに日本海系群Ａ海域、ずわいがに日本海系群Ｂ海域、ずわいがに北海道西部系群、ずわいが

にオホーツク海南部、まだら本州太平洋北部系群、まだら本州日本海北部系群、まだら北海道太平洋並びに

まだら北海道日本海に関する令和６管理年度（令和６年７月１日から令和７年６月30日までの期間をいう。

）における漁業法（以下「法」という。）第15条第１項各号に掲げる数量は、次のとおりとする。 

第一 まさば及びごまさば太平洋系群 

一 漁獲可能量（法第15条第１項第１号関係） 

353,000トン 

二 都道府県別漁獲可能量（法第15条第１項第２号関係） 

法第15条第１項第２号の都道府県別漁獲可能量は、次の表の左欄に掲げる都道府県ごとに、それぞれ

同表の右欄に掲げる数量とする。 

（単位：トン） 
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都 道 府 県 都 道 府 県 別 漁 獲 可 能 量 

北海道 26,800 

青森県 現行水準 

岩手県 18,000 

宮城県 現行水準 

福島県 現行水準 

茨城県 現行水準 

千葉県 現行水準 

東京都 現行水準 

神奈川県 現行水準 

静岡県 現行水準 

愛知県 現行水準 

-
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-

三重県 25,000 

大阪府 現行水準 

和歌山県 4,000 

岡山県 現行水準 

広島県 現行水準 

徳島県 現行水準 

香川県 現行水準 

愛媛県 現行水準 

高知県 現行水準 

大分県 現行水準 

宮崎県 13,000 

三 大臣管理漁獲可能量（法第15条第１項第３号関係） 

法第15条第１項第３号の大臣管理漁獲可能量は、次の表の左欄に掲げる大臣管理区分ごとに、それぞ
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れ同表の右欄に掲げる数量とする。 

（単位：トン） 

大 臣 管 理 区 分 大 臣 管 理 漁 獲 可 能 量 

まさば及びごまさば太平洋系群大中型まき網漁

業（漁獲割当てによる管理を行う管理区分） 

120,400 

まさば及びごまさば太平洋系群大中型まき網漁

業（漁獲量の総量の管理を行う管理区分） 

28,300 

まさば及びごまさば太平洋系群沖合底びき網漁業 17,700 

まさば及びごまさば太平洋系群その他大臣許可

漁業 

現行の水準以上に漁獲量を増加させない。 

第二 まさば対馬暖流系群及びごまさば東シナ海系群 

一 漁獲可能量（法第15条第１項第１号関係） 

-
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-

213,900トン 

二 都道府県別漁獲可能量（法第15条第１項第２号関係） 

法第15条第１項第２号の都道府県別漁獲可能量は、次の表の左欄に掲げる都道府県ごとに、それぞれ

同表の右欄に掲げる数量とする。 

（単位：トン） 

都 道 府 県 都 道 府 県 別 漁 獲 可 能 量 

秋田県 現行水準 

山形県 現行水準 

新潟県 現行水準 

富山県 現行水準 

石川県 7,900 

福井県 現行水準 
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京都府 現行水準 

兵庫県 現行水準 

鳥取県 現行水準 

島根県 15,800 

山口県 2,400 

福岡県 現行水準 

佐賀県 現行水準 

長崎県 35,500 

熊本県 現行水準 

鹿児島県 15,000 

三 大臣管理漁獲可能量（法第15条第１項第３号関係） 

法第15条第１項第３号の大臣管理漁獲可能量は、次の表の左欄に掲げる大臣管理区分ごとに、それぞ

れ同表の右欄に掲げる数量とする。 

-
8
 
-

（単位：トン） 

大 臣 管 理 区 分 大 臣 管 理 漁 獲 可 能 量 

まさば対馬暖流系群及びごまさば東シナ海系群

大中型まき網漁業 

91,800 

まさば対馬暖流系群及びごまさば東シナ海系群

その他大臣許可漁業 

現行の水準以上に漁獲量を増加させない。 

第三 ずわいがに太平洋北部系群 

一 漁獲可能量（法第15条第１項第１号関係） 

20トン 

二 都道府県別漁獲可能量（法第15条第１項第２号関係） 

法第15条第１項第２号の都道府県別漁獲可能量は、次の表の左欄に掲げる都道府県ごとに、それぞれ

同表の右欄に掲げる数量とする。 
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（単位：トン） 

都 道 府 県 都 道 府 県 別 漁 獲 可 能 量 

宮城県 現行水準 

三 大臣管理漁獲可能量（法第15条第１項第３号関係） 

法第15条第１項第３号の大臣管理漁獲可能量は、次の表の左欄に掲げる大臣管理区分ごとに、それぞれ

同表の右欄に掲げる数量とする。 

（単位：トン） 

大 臣 管 理 区 分 大 臣 管 理 漁 獲 可 能 量 

ずわいがに太平洋北部系群沖合底びき網漁業及

びずわいがに漁業 

19 

ずわいがに太平洋北部系群その他大臣許可漁業 現行の水準以上に漁獲量を増加させない。 

第四 ずわいがに日本海系群Ａ海域 

-
1
0
 
-

一 漁獲可能量（法第15条第１項第１号関係） 

3,700トン 

二 都道府県別漁獲可能量（法第15条第１項第２号関係） 

法第15条第１項第２号の都道府県別漁獲可能量は、次の表の左欄に掲げる都道府県ごとに、それぞれ

同表の右欄に掲げる数量とする。 

（単位：トン） 

都 道 府 県 都 道 府 県 別 漁 獲 可 能 量 

富山県 47 

石川県 397 

福井県 294 

京都府 30 

島根県 現行水準 

三 大臣管理漁獲可能量（法第15条第１項第３号関係） 
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法第15条第１項第３号の大臣管理漁獲可能量は、次の表の左欄に掲げる大臣管理区分ごとに、それぞ

れ同表の右欄に掲げる数量とする。 

（単位：トン） 

大 臣 管 理 区 分 大 臣 管 理 漁 獲 可 能 量 

ずわいがに日本海系群Ａ海域沖合底びき網漁業

及びずわいがに漁業 

2,672 

ずわいがに日本海系群Ａ海域その他大臣許可漁

業 

現行の水準以上に漁獲量を増加させない。 

第五 ずわいがに日本海系群Ｂ海域 

一 漁獲可能量（法第15条第１項第１号関係） 

750トン 

二 都道府県別漁獲可能量（法第15条第１項第２号関係） 

-
1
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-

法第15条第１項第２号の都道府県別漁獲可能量は、次の表の左欄に掲げる都道府県ごとに、それぞれ

同表の右欄に掲げる数量とする。 

（単位：トン） 

都 道 府 県 都 道 府 県 別 漁 獲 可 能 量 

秋田県 22 

山形県 106 

新潟県 565 

三 大臣管理漁獲可能量（法第15条第１項第３号関係） 

法第15条第１項第３号の大臣管理漁獲可能量は、次の表の左欄に掲げる大臣管理区分ごとに、それぞ

れ同表の右欄に掲げる数量とする。 

（単位：トン） 

大 臣 管 理 区 分 大 臣 管 理 漁 獲 可 能 量 
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ずわいがに日本海系群Ｂ海域沖合底びき網漁業

及びずわいがに漁業 

57 

ずわいがに日本海系群Ｂ海域その他大臣許可漁

業 

現行の水準以上に漁獲量を増加させない。 

第六 ずわいがに北海道西部系群 

一 漁獲可能量（法第15条第１項第１号関係） 

43トン 

二 都道府県別漁獲可能量（法第15条第１項第２号関係） 

法第15条第１項第２号の都道府県別漁獲可能量は、次の表の左欄に掲げる都道府県ごとに、それぞれ

同表の右欄に掲げる数量とする。 

（単位：トン） 

-
1
4
 
-

都 道 府 県 都 道 府 県 別 漁 獲 可 能 量 

北海道 43 

三 大臣管理漁獲可能量（法第15条第１項第３号関係） 

法第15条第１項第３号の大臣管理漁獲可能量は、次の表の左欄に掲げる大臣管理区分ごとに、それぞ

れ同表の右欄に掲げる数量とする。 

（単位：トン） 

大 臣 管 理 区 分 大 臣 管 理 漁 獲 可 能 量 

ずわいがに北海道西部系群大臣許可漁業 現行の水準以上に漁獲量を増加させない。 

第七 ずわいがにオホーツク海南部 

一 漁獲可能量（法第15条第１項第１号関係） 

1,000トン 

二 都道府県別漁獲可能量（法第15条第１項第２号関係） 
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法第15条第１項第２号の都道府県別漁獲可能量は、次の表の左欄に掲げる都道府県ごとに、それぞれ

同表の右欄に掲げる数量とする。 

（単位：トン） 

都 道 府 県 都 道 府 県 別 漁 獲 可 能 量 

北海道 125 

三 大臣管理漁獲可能量（法第15条第１項第３号関係） 

法第15条第１項第３号の大臣管理漁獲可能量は、次の表の左欄に掲げる大臣管理区分ごとに、それぞ

れ同表の右欄に掲げる数量とする。 

（単位：トン） 

大 臣 管 理 区 分 大 臣 管 理 漁 獲 可 能 量 

ずわいがにオホーツク海南部沖合底びき網漁業

及びずわいがに漁業 

875 

-
1
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-

ずわいがにオホーツク海南部その他大臣許可漁

業 

現行の水準以上に漁獲量を増加させない。 

第八 まだら本州太平洋北部系群 

一 漁獲可能量（法第15条第１項第１号関係） 

6,060トン 

二 都道府県別漁獲可能量（法第15条第１項第２号関係） 

法第15条第１項第２号の都道府県別漁獲可能量は、次の表の左欄に掲げる都道府県ごとに、それぞれ

同表の右欄に掲げる数量とする。 

都 道 府 県 都 道 府 県 別 漁 獲 可 能 量 

青森県 6,060トンの内数 

岩手県 6,060トンの内数 
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宮城県 6,060トンの内数 

福島県 6,060トンの内数 

茨城県 6,060トンの内数 

三 大臣管理漁獲可能量（法第15条第１項第３号関係） 

法第15条第１項第３号の大臣管理漁獲可能量は、次の表の左欄に掲げる大臣管理区分ごとに、それぞ

れ同表の右欄に掲げる数量とする。 

大 臣 管 理 区 分 大 臣 管 理 漁 獲 可 能 量 

まだら本州太平洋北部系群沖合底びき網漁業 6,060トンの内数 

まだら本州太平洋北部系群その他大臣許可漁業 6,060トンの内数 

第九 まだら本州日本海北部系群 

一 漁獲可能量（法第15条第１項第１号関係） 

3,260トン 

-
 
1
8
 
-
 

二 都道府県別漁獲可能量（法第15条第１項第２号関係） 

法第15条第１項第２号の都道府県別漁獲可能量は、次の表の左欄に掲げる都道府県ごとに、それぞれ

同表の右欄に掲げる数量とする。 

都 道 府 県 都 道 府 県 別 漁 獲 可 能 量 

青森県 3,260トンの内数 

秋田県 3,260トンの内数 

山形県 3,260トンの内数 

新潟県 3,260トンの内数 

富山県 3,260トンの内数 

石川県 3,260トンの内数 

三 大臣管理漁獲可能量（法第15条第１項第３号関係） 

法第15条第１項第３号の大臣管理漁獲可能量は、次の表の左欄に掲げる大臣管理区分ごとに、それぞ

れ同表の右欄に掲げる数量とする。 
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大 臣 管 理 区 分 大 臣 管 理 漁 獲 可 能 量 

まだら本州日本海北部系群沖合底びき網漁業 3,260トンの内数 

まだら本州日本海北部系群その他大臣許可漁業 3,260トンの内数 

第十 まだら北海道太平洋 

一 漁獲可能量（法第15条第１項第１号関係） 

23,900トン 

二 都道府県別漁獲可能量（法第15条第１項第２号関係） 

法第15条第１項第２号の都道府県別漁獲可能量は、次の表の左欄に掲げる都道府県ごとに、それぞれ

同表の右欄に掲げる数量とする。 

都 道 府 県 都 道 府 県 別 漁 獲 可 能 量 

北海道 23,900トンの内数 

-
2
0
 
-

青森県 23,900トンの内数 

三 大臣管理漁獲可能量（法第15条第１項第３号関係） 

法第15条第１項第３号の大臣管理漁獲可能量は、次の表の左欄に掲げる大臣管理区分ごとに、それぞ

れ同表の右欄に掲げる数量とする。 

大 臣 管 理 区 分 大 臣 管 理 漁 獲 可 能 量 

まだら北海道太平洋沖合底びき網漁業 23,900トンの内数 

まだら北海道太平洋その他大臣許可漁業 23,900トンの内数 

第十一 まだら北海道日本海 

一 漁獲可能量（法第15条第１項第１号関係） 

13,700トン 

二 都道府県別漁獲可能量（法第15条第１項第２号関係） 

法第15条第１項第２号の都道府県別漁獲可能量は、次の表の左欄に掲げる都道府県ごとに、それぞれ
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同表の右欄に掲げる数量とする。 

都 道 府 県 都 道 府 県 別 漁 獲 可 能 量 

北海道 13,700トンの内数 

三 大臣管理漁獲可能量（法第15条第１項第３号関係） 

法第15条第１項第３号の大臣管理漁獲可能量は、次の表の左欄に掲げる大臣管理区分ごとに、それぞ

れ同表の右欄に掲げる数量とする。 

大 臣 管 理 区 分 大 臣 管 理 漁 獲 可 能 量 

まだら北海道日本海沖合底びき網漁業 13,700トンの内数 

まだら北海道日本海その他大臣許可漁業 13,700トンの内数 
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別紙２ 

- 1 - 
 

   

令和６管理年度における漁獲可能量の配分の変更等に係る国の留保からの配分、数量の

融通等について（まさば及びごまさば太平洋系群、まさば対馬暖流系群及びごまさば東シ

ナ海系群、ずわいがに日本海系群Ａ海域、ずわいがに日本海系群Ｂ海域並びにずわいがに

オホーツク海南部） 

 

１ 背 景 

（１）まさば及びごまさば太平洋系群、まさば対馬暖流系群及びごまさば東シナ海系群、ずわ

いがに日本海系群Ａ海域、ずわいがに日本海系Ｂ海域並びにずわいがにオホーツク海南部

の漁獲可能量の配分の変更等のうち、以下に該当する場合は、行政庁の恣意性のない機械

的な国の留保からの配分、数量の融通等として、事前に水産政策審議会の意見を聴いた上

で同意を得ておき、事後報告で対応できるとされてきた。 

（ア）まさば及びごまさば太平洋系群、まさば対馬暖流系群及びごまさば東シナ海系群 

資源管理基本方針の別紙２（まさば及びごまさば太平洋系群（別紙２－15）、まさば

対馬暖流系群及びごまさば東シナ海系群（別紙２－16））第６の４に規定された計算方

法（いわゆる「75％ルール」）に則り、漁獲可能量の配分を変更する場合 

（イ）ずわいがに日本海系群Ａ海域、まさば対馬暖流系群及びごまさば東シナ海系群 

国の留保からの配分について、関係者間で配分量について合意形成があり、当該合意

に基づき漁獲可能量の配分を変更する場合 

（ウ）都道府県間又は大臣管理区分と都道府県との間で、当事者間の合意により行う数量の

融通に伴い、漁獲可能量の配分を変更する場合 

（エ）「まさば及びごまさば太平洋系群大中型まき網漁業（漁獲割当てによる管理を行う管

理区分）」の漁獲可能量の未利用分の国の留保への繰り入れ及び「まさば及びごまさば

太平洋系群大中型まき網漁業（漁獲量の総量の管理を行う管理区分）」への追加配分に

伴って漁獲可能量の配分を変更する場合 

（２）また、まさば対馬暖流系群及びごまさば東シナ海系群については、一定の条件を満たし

た場合に、当該管理年度の途中に、当該管理年度と翌管理年度の間で漁獲可能量を調整す

ることができることとしており、第 130 回水産政策審議会資源管理分科会（令和６年３月

12 日開催）への諮問・答申を経て、新たに、漁獲可能量の調整が行われた管理年度におい

て、当該管理年度の終了に伴い確定した漁獲可能量の未利用分については、当該管理年度

における追加数量を上限に国の留保として翌管理年度に繰り越すこととしたところ。 

 

２ 今後の取扱い 

（１）漁獲可能量の配分の変更等のうち、上記１（１）（ア）～（エ）に係る国の留保か

らの配分、数量の融通等については、行政庁の恣意性のない機械的な変更として、引

き続き、事前に水産政策審議会の意見を聴いた上で同意を得ておき、事後報告で対応

1515



- 2 - 
 

できることとする。 

（２）さらに、まさば対馬暖流系群及びごまさば東シナ海系群について、上記１（２）に係

る漁獲可能量の未利用分の繰り越しに伴う漁獲可能量の変更については、別紙２－16

の第４の３（２）にその具体的な方法を規定しており、行政庁の恣意性のない機械的な

変更として、事前に水産政策審議会の意見を聴いた上で同意を得ておき、事後報告で対

応できることとする。 

 

３ 数量変更に伴う手続 

農林水産大臣は、変更した数量を遅滞なく公表する（漁業法第 15 条第６項において準用

する同条第５項）。また、都道府県別漁獲可能量を変更したときは、これを通知する（漁業

法第 15 条第６項において準用する同条第４項）。 

都道府県知事は、上記通知を受けたときは、漁業法第 16 条第５項の規定で準用する同条

第２項から第４項までの手続に則して知事管理漁獲可能量の変更を行う。 
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NPFC ( )

2023 90 0 3 57 0 4 0 41 0 15 4
2022 105 0 2 58 1 3 5 32 1 10 0
2021 105 0 3 57 1 4 19 52 3 8 1
2020 51 0 2 60 1 2 14 70 3 10 2
2019 29 0 3 58 3 2 1 57 1 2 2
2018 62 0 3 57 4 2 1 51 0 3 1
2017 75 0 3 57 2 2 29 1 6 2
2016 82 0 7 53 4 2 1 25 3 15
2015 78 3 2 52 5 9 5 8
2014 55 6 1 2 9
2013 55 6
2012 54 5
2011 50 5
2010 44 5
2009 6
2008 5
2007 7
2006 7
2005 8
2004 7
2003 3
2002 4
2001 4
2000 4
1999 4
1998 5
1997 3
1996 5
1995 9
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資料３－16 

1 

 令和６管理年度（令和６年７月～令和７年６月）まさば及びごまさば太平洋系群 

ＴＡＣ（漁獲可能量）の設定及び配分について（案） 

 

令和６年５月 

水 産 庁 

１ ＴＡＣ（案） 

（１）設定の考え方 

① 採捕の実態を勘案し、「まさば及びごまさば」として一体的に管理する。 

② それぞれの資源について、令和２年に開催された資源管理方針に関する検討会で

の取りまとめを踏まえ、資源管理基本方針別紙２－15 に定められた漁獲シナリオ

に基づいてＡＢＣ（生物学的許容漁獲量）を算出する。 

③ Ｒ５管理年度までは、算定された各資源のＡＢＣの合計値の全量を日本ＥＥＺ内

分として、ＴＡＣを設定してきたところ。 

④ 先月開催された北太平洋漁業委員会（ＮＰＦＣ）第８回年次会合では、近年、マサ

バの漁獲が大幅に減少する中で、暫定的な措置として、公海におけるマサバの漁

獲量を 10万トンに制限する措置が新たに合意されたところである。 

他方で、 

（ア）今回設定された漁獲上限は、ＮＰＦＣとしての資源評価結果を得るまでの暫

定的な措置として、公海での漁獲を一定以下に抑えることを目的として導入さ

れたものであり、また、 

（イ）ＮＰＦＣでは、現在、マサバの資源評価の作業中であり、今回の漁獲上限も、

科学的な資源評価をもとに設定されたものではない。 

⑤ 以上の点を踏まえれば、両資源の主要な産卵場及び分布域を有する我が国として、 

（ア）ＮＰＦＣにおいて、適切な資源評価に基づいて、我が国の資源管理措置と一

貫性のある措置が導入されるよう、引き続き求めていくこととし、 

（イ）それまでの間は、これまでのＴＡＣ設定の考え方を踏襲し、まさば及びごま

さば太平洋系群の各資源のＡＢＣの合計値をＴＡＣとする。 

 

（２）資源管理基本方針別紙２－15の漁獲シナリオの概要 

① 親魚量が令和 12年に、少なくとも 50％の確率で、目標管理基準値を上回るよう、

漁獲圧力を調節する。 

② それぞれの系群について、当該管理年度の資源量に以下の漁獲圧力をかける。 

ア 親魚量が限界管理基準値以上にある場合には、最大持続生産量を達成する水準

に安全係数（β：0.9）を乗じた漁獲圧力とする。 

イ 親魚量が限界管理基準値を下回るが、禁漁水準以上ある場合には、親魚量の値に

応じて上記①の漁獲圧力を更に削減した漁獲圧力とする。 

ウ 親魚量が禁漁水準を下回る場合には、漁獲圧力をゼロとする（実際の管理におい

ては、その資源を目的とした採捕が禁止される）。 
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（３）令和６管理年度（令和６年７月～令和７年６月）のＴＡＣ（案） 

 

 

 

 

（参考１）令和２年に開催された資源管理方針に関する検討会取りまとめ結果                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                             

１ まさば太平洋系群 

① 目標管理基準値：1,545千トン（最大持続生産量を達成する親魚量） 

② 限界管理基準値：562 千トン（最大持続生産量の 60 パーセントを達成する

親魚量） 

③ 禁漁水準値：67千トン（最大持続生産量の 10パーセントを達成する親魚量） 

④ 漁獲シナリオに用いる安全係数（β）：0.9 

⑤ その他：日本ＥＥＺ内分は全量とする。 

 

２ ごまさば太平洋系群 

① 目標管理基準値：158千トン（最大持続生産量を達成する親魚量） 

② 限界管理基準値：50千トン（最大持続生産量の 60パーセントを達成する親

魚量） 

※ 2021年の親魚量（42千トン）が限界管理基準値を下回ったことが判明し

たため、２年以内に資源再建計画を定める必要がある。 

③ 禁漁水準値：6千トン（最大持続生産量の 10パーセントを達成する親魚量） 

④ 漁獲シナリオに用いる安全係数（β）：0.9 

⑤ その他：日本ＥＥＺ内分は全量とする。 

 

（参考２）まさば及びごまさば太平洋系群ＴＡＣの推移 

単位：万トン 

 

 

 

 

 

（参考３）まさば及びごまさば太平洋系群の漁獲実績 

単位：万トン 

 

 

 

 

 

※H30年以前は太平洋、日本海の合計 

特定水産資源 ＴＡＣ 

まさば及びごまさば太平洋系群 353,000トン 

系群 
R6年 

（案） 

R5年 

（2023年） 

R4年 

（2022年） 

R3年 

(2021年) 

R2年 

(2020年) 

まさば及びごまさば 

太平洋系群 
35.3 51.0 50.9 59.6 50.1 

系群 
R4年 

(2022年) 

R3年 

(2021年) 

R2年 

(2020年) 

R1年 

(2019年) 

H30年 

(2018年) 

まさば及びごまさば 

太平洋系群 
13.7 28.1 29.5 29.1 

48.7 

（※） 
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２ 配分（案） 

（１）Ｒ６管理年度より、以下の点を踏まえ、新たな大臣管理区分「まさば及びごまさ

ば太平洋系群沖合底びき網漁業」を設定する。 

 沖合底びき網漁業については、漁業法に基づくＴＡＣ管理が開始された令和

３管理年度以降、本資源のＴＡＣ報告が行われている。 

 当該ＴＡＣ報告データによると、一定量の漁獲実績があることから、ＴＡＣ

管理の適切な実施の観点から、同漁業種類に係る新たな大臣管理区分「まさ

ば及びごまさば太平洋系群沖合底びき網漁業」を設定し、同管理区分につい

て配分数量を明示することとする。 

（２）ＴＡＣの 20パーセントを国の留保とする。なお、留保には国際交渉において必

要となる数量を含めるものとする。 

（３）過去３か年（令和２年から令和４年まで）の漁獲実績の比率に基づいて、大臣管

理区分及び都道府県別に配分する 

（４）配分量（案）は別紙のとおり。 

（５）来遊状況に応じ不足が生じた場合には留保から配分する。ただし、漁獲割当て

（ＩＱ）による管理を行う管理区分においては、一定の漁獲可能量を船舶ごとに

割り当てることにより資源管理の実効性を担保しつつ計画的な操業を可能とする

漁獲割当ての利点を損なわないため、留保からの事後的な配分の対象から除外す

るとともに、当初の配分において、留保から一定数量を上乗せ配分する。 

（６）なお、近年の海洋環境の変化等を踏まえ、ＴＡＣの配分に係る基準年が更新され

る予定の令和９管理年度に向けて、実際の漁獲状況も踏まえつつ、ＴＡＣの配分

方法について関係者とともに検討を行う。 
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（別紙）

数量（トン）

都道府県名 数量（トン）

※（ ) 内は留保からＩＱ管理区分への上乗せ配分後の数字

TAC（トン）

353,000

大臣管理区分

大中型まき網漁業
（漁獲割当てを行う管理区分）

沖合底びき網漁業

宮崎県 13,000

※（ ) 内は留保からＩＱ管理区分への上乗せ配分後の数字

18,000

留保（トン）
70,600

（57,200）

三重県

北海道

25,000

令和６管理年度まさば及びごまさば太平洋系群
漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について

知事管理分

注記

特定水産資源

まさば及びごまさば太平洋系群

17,700

107,000
(120,400)

和歌山県 4,000

26,800

大臣管理分

岩手県

大中型まき網漁業
（総量の管理を行う管理区分）

28,300

青森県、宮城県、福島県、茨城県、

千葉県、東京都、神奈川県、静岡

県、愛知県、大阪府、岡山県、広

島県、徳島県、香川県、愛媛県、

高知県及び大分県については、現

行水準とする。
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資料３－17 

1

 令和６管理年度（令和６年７月～令和７年６月）まさば対馬暖流系群及び 

ごまさば東シナ海系群ＴＡＣ（漁獲可能量）の設定及び配分について（案） 

令和６年５月 

水 産 庁  

１ ＴＡＣ（案） 

（１）設定の考え方

① 採捕の実態を勘案し、「まさば及びごまさば」として一体的に管理する。

② それぞれの系群について、令和２年に開催された資源管理方針に関する検討会で

の取りまとめを踏まえ、資源管理基本方針別紙２－16 に定められた漁獲シナリオ

で算定されたＡＢＣ（生物学的許容漁獲量）のうち我が国ＥＥＺ分を算出する。

当該合計値から、令和５管理年度途中の漁獲可能量の調整の結果、同管理年度の

漁獲可能量に追加した数量を減じた数量をＴＡＣとする。

③ なお、令和５管理年度の終了に伴い確定した漁獲可能量の未利用分については、

当該管理年度における追加数量を上限に国の留保として令和６管理年度に繰り越

すこととする。

（２）資源管理基本方針別紙２－16 の漁獲シナリオの概要

① 親魚量が令和 12 年に、少なくとも 50％の確率で、目標管理基準値を上回るよう、

漁獲圧力を調節する。 

② それぞれの系群について、当該管理年度の資源量に以下の漁獲圧力をかける。

ア 親魚量が限界管理基準値以上にある場合には、最大持続生産量を達成する水準

に安全係数（β：0.95）を乗じた漁獲圧力とする。

イ 親魚量が限界管理基準値を下回るが、禁漁水準以上ある場合には、親魚量の値に

応じて上記①の漁獲圧力を更に削減した漁獲圧力とする。

ウ 親魚量が禁漁水準を下回る場合には、漁獲圧力をゼロとする（実際の管理におい

ては、その資源を目的とした採捕が禁止される）。

③ 管理年度途中の漁獲可能量の調整について

ア 当該資源の親魚量が、令和 12 年（2030 年）に少なくとも 50 パーセントの確率

で別紙２－16 の第３の１（１）又は（２）の目標管理基準値を上回ることとなる

数量の範囲内で、当該管理年度の漁獲可能量に一定の数量（以下「追加数量」と

いう。）を追加する。

イ 当該管理年度の翌管理年度の当初に設定される漁獲可能量は、別紙２－16 の第

４の３の規定に従い算出した数量から、追加数量を減じた数量とする。

ウ 漁獲可能量の調整を行った管理年度において、当該管理年度の終了に伴い確定

した漁獲可能量の未利用分については、当該管理年度における追加数量を上限に

国の留保として翌管理年度に繰り越すこととする。
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（３）令和６管理年度（令和６年７月～令和７年６月）のＴＡＣ（案） 

 

 

 

 

 

（参考１）令和２年に開催された資源管理方針に関する検討会取りまとめ結果         

１ まさば対馬暖流系群 

① 目標管理基準値：310 千トン（最大持続生産量を達成する親魚量） 

② 限界管理基準値：143 千トン（最大持続生産量の 60 パーセントを達成する

親魚量） 

③ 禁漁水準値 22 千トン（最大持続生産量の 10 パーセントを達成する親魚量） 

④ 漁獲シナリオに用いる安全係数（β）：0.95 

⑤ その他：日本ＥＥＺ内分は 70 パーセントとする。 

２ ごまさば東シナ海系群 

① 目標管理基準値：109 千トン（最大持続生産量を達成する親魚量） 

② 限界管理基準値：51 千トン（最大持続生産量の 60 パーセントを達成する

親魚量） 

③ 禁漁水準値 8千トン（最大持続生産量の 10 パーセントを達成する親魚量） 

④ 漁獲シナリオに用いる安全係数（β）：0.95 

⑤ その他：日本ＥＥＺ内分は 95 パーセントとする。 

 

（参考２）まさば対馬暖流系群及びごまさば東シナ海系群ＴＡＣの推移 

単位：万トン 

 

 

 

 

 

※ 括弧内は変更前の数字（（２）③に基づく漁獲可能量の調整） 

 

（参考３）まさば対馬暖流系群及びごまさば東シナ海系群の漁獲実績 

単位：万トン 

 

 

 

 

 

※ H30 年以前は太平洋、日本海の合計 

特定水産資源 ＴＡＣ 

まさば対馬暖流系群及びごまさば

東シナ海系群 

213,900 トン 

＜219,900 トン-6,000 トン＞ 

系群 
R6 年 

（案） 

R5 年 

（2023 年） 

R4 年 

（2022 年） 

R3 年 

(2021 年) 

R2 年 

(2020 年) 

まさば対馬暖流系群及び

ごまさば東シナ海系群 
21.39 

19.13 

（18.53） 

14.3 

（12.9） 
17.82 22.0 

系群 
R4 年 

(2022 年) 

R3 年 

(2021 年) 

R2 年 

(2020 年) 

R1 年 

(2019 年) 

H30 年 

(2018 年) 

まさば対馬暖流系群及び

ごまさば東シナ海系群 
14.2 12.8 9.6 9.0 

48.7 

（※） 

6666



 

3 

２ 配分（案） 

（１）38,000 トンを国の留保とする（※）。なお、留保には国際交渉において必要とな

る数量を含めるものとする。 

（※）令和５管理年度の漁獲可能量と間で調整を行う前の数量（219,900 トン）の

20 パーセントである 44,000 トンから、追加数量分の 6,000 トンを差し引い

たもの。 

（２）過去３か年（令和２年から令和４年まで）の漁獲実績の比率等に基づいて、大臣

管理区分及び都道府県別に配分する 

（３）配分量（案）は別紙のとおり。 

（４）来遊状況に応じ不足が生じた場合には留保から配分する。 
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（別紙）

数量（トン）

都道府県名 数量（トン）

知事管理分

注記

石川県 7,900

鹿児島県 15,000

留保（トン）

島根県

山口県

長崎県

38,000
＜44,000-6,000＞

大臣管理分

大臣管理区分

令和６管理年度まさば対馬暖流系群及びごまさば東シナ海系群
漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について

特定水産資源 TAC（トン）

まさば対馬暖流系群及び
ごまさば東シナ海系群

　　　　　213,900
<219,900－6,000>

大中型まき網漁業 91,800

15,800

2,400

35,500

秋田県、山形県、新潟県、富山県、

福井県、京都府、兵庫県、鳥取県、

福岡県、佐賀県及び熊本県につい

ては、現行水準とする。
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令和６管理年度（令和６年７月～令和７年６月）ずわいがに太平洋北部系群 

漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について（案） 

 令和６ 年 ５ 月

水 産 庁 

１ ＴＡＣ（案） 

（１）漁獲シナリオに基づく令和６管理年度のＴＡＣの設定方法

資源管理基本方針別紙２－17 の漁獲シナリオに基づき、ずわいがに太平洋北部

系群をとることを目的とする操業が行われていない平成 23 年以降の最大漁獲量を

考慮してＴＡＣ（漁獲可能量）を設定する。 

（２）令和６管理年度（令和６年７月～令和７年６月）のＴＡＣ案

（参考１）別紙２－17の漁獲シナリオ 

ずわいがに太平洋北部系群

⑴ ずわいがに太平洋北部系群をとることを目的とする操業を避ける

⑵ ずわいがに太平洋北部系群をとることを目的とする操業が行われていない平成

23年以降の最大漁獲量を考慮して漁獲可能量を算定

（参考２）ずわいがに太平洋北部系群ＴＡＣの推移 

単位：トン 

（参考３）ずわいがに太平洋北部系群の漁獲実績 

単位：トン 

特定水産資源 ＴＡＣ 

ずわいがに太平洋北部系群 20トン 

系群 
R6年 

（案） 

R5年 

（2023年） 

R4年 

（2022年） 

R3年 

（2021年) 

R2年 

(2020年) 

ずわいがに 

太平洋北部系群 
20 20 20 20 86.3 

系群 
R4年 

(2022年) 

R3年 

(2021年) 

R2年 

(2020年) 

R1年 

(2019年) 

H30年 

(2018年) 

ずわいがに 

太平洋北部系群 
14 10 7.9 8.7 3.5 

資料３－18
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２ 配分（案） 

（１）過去３か年（令和２年から令和４年まで）の漁獲実績の比率に基づいて、大臣管

理区分及び都道府県別に配分する。 

（２）配分量は別紙のとおり。 
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（別紙）

数量（トン）

都道府県名 数量（トン）

知事管理分

注記

－ －

大臣管理分

大臣管理区分

沖合底びき網漁業及び
ずわいがに漁業

19

令和６管理年度ずわいがに太平洋北部系群
漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について

特定水産資源 TAC（トン）

ずわいがに太平洋北部系群 20

宮城県については、現行水準とす

る。

7171
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1 

令和６管理年度（令和６年７月～令和７年６月）ずわいがに日本海系群Ａ海域 

漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について（案） 

 令和６ 年 ５ 月

水 産 庁 

１ ＴＡＣ（案） 

（１）漁獲シナリオに基づく令和６管理年度のＴＡＣの設定方法

① 資源管理基本方針別紙２－18の漁獲シナリオに基づき、最大持続生産量（ＭＳ

Ｙ）を達成する漁獲圧力の水準に 0.8 を乗じることにより導かれるＡＢＣ（生物

学的許容漁獲量）の範囲内で、ＴＡＣ（漁獲可能量）を定めるものとされている。

② 令和６管理年度のＴＡＣについては、以下のとおり、最新の資源評価の結果等

を考慮して、3,700トンを設定する。

・ 算定された令和６管理年度のＡＢＣは 5,100トン。

・ ただし、最新の資源評価結果は、今後の資源量が過大に予測されている可能

性があり、その場合には資源への悪影響が懸念される、としている。

・ 資源量が過大に予測されている可能性があることから、従来から管理の目標

としている「最大持続生産量（3,700 トン）」を達成するために必要な資源量

（親魚量）を踏まえ、資源の持続的利用の観点から、漁獲量を「最大持続生産

量（3,700トン）」以下に抑えることが適当と考えられる。

（２）令和６管理年度（令和６年７月～令和７年６月）のＴＡＣ案

（参考１）別紙２－18の漁獲シナリオ 

ずわいがに日本海系群Ａ海域

⑴ 目標管理基準値：3千トン（最大持続生産量を達成するために必要な親魚量）

⑵ 限界管理基準値：1.5千トン（親魚量の過去最小値）

⑶ 禁漁水準値：0.1千トン（最大持続生産量の 10％が得られる親魚量）

⑷ 令和３年：漁獲可能量 3千トン

⑸ 令和４年から令和 12年まで：漁獲シナリオに用いる安全係数（β）：0.8

特定水産資源 ＴＡＣ 

ずわいがに日本海系群Ａ海域 3,700トン 

資料３－19

7373

森本湊(MORIMOTOMinato)
長方形



2 

（参考２）ずわいがに日本海系群Ａ海域ＴＡＣの推移 

単位：トン 

（参考３）ずわいがに日本海系群Ａ海域の漁獲実績 

単位：トン 

２ 配分（案） 

（１）ＴＡＣの７パーセントを国の留保とする。なお、留保には、国際交渉において必

要となる数量を含めるものとする。 

（２）過去３か年（令和２年から令和４年まで）の漁獲実績の比率等に基づいて、大臣

　　管　　理区分及び都道府県別に配分する。 

（３）配分量は別紙のとおり。

（４）不足が生じた場合は留保から配分する。

系群（海域） 
R6年 

（案） 

R5年 

（2023年） 

R4年 

（2022年） 

R3年 

(2021年) 

R2年 

(2020年) 

日本海系群Ａ海域 3,700 3,400 2,800 3,000 3,400 

系群（海域） 
R4年 

(2022年) 

R3年 

(2021年) 

R2年 

(2020年) 

R1年 

(2019年) 

H30年 

(2018年) 

日本海系群Ａ海域 1,892 1,769 2,143 2,363 2,805 

7474



（別紙）

数量（トン）

都道府県名 数量（トン）

留保（トン） 260

知事管理分

注記

富山県 47

石川県 397

福井県 294

京都府 30

令和６管理年度ずわいがに日本海系群Ａ海域
漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について

特定水産資源 TAC（トン）

ずわいがに日本海系群Ａ海域 3,700

大臣管理分

大臣管理区分

沖合底びき網漁業及び
ずわいがに漁業

2,672

7575

島根県については、現行水準とす
る。
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令和６管理年度（令和６年７月～令和７年６月）ずわいがに日本海系群Ｂ海域 

漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について（案） 

 令和６ 年 ５ 月

水 産 庁 

１ ＴＡＣ（案） 

（１）漁獲シナリオに基づく令和６管理年度のＴＡＣの設定方法

資源管理基本方針別紙２－19の漁獲シナリオに基づき、加入量当たり親魚量が、

漁獲圧力が０の場合の加入量当たり親魚量に対し、30％となる漁獲圧力の水準に、

0.8を乗じることにより導かれるＡＢＣ（生物学的許容漁獲量）をＴＡＣ（漁獲可

能量）とする。 

（２）令和６管理年度（令和６年７月～令和７年６月）のＴＡＣ案

（参考１）別紙２－19の漁獲シナリオ 

ずわいがに日本海系群Ｂ海域

⑴目標管理基準値：加入量当たり親魚量が、漁獲圧力が０の場合の加入量当たり親魚量

に対し、30％となる漁獲圧力の水準とすることで達成される資源水準の値

（ずわいがに日本海系群Ｂ海域は、現時点では、再生産関係を用いて目標管理基準値

や限界管理基準値を示すことはできないため、再生産関係を用いた漁獲シナリオ導入

が可能となるまでの数年間は、上記の指標を代替的に用いる。）

⑵加入量当たり親魚量が、漁獲圧力が０の場合の加入量当たり親魚量に対し、30％とな

る漁獲圧力の水準を上回らないよう、漁獲圧力を調整

⑶当該管理年度の資源量に、上記の漁獲圧力×0.8をかけた値をＡＢＣとする。

（参考２）ずわいがに日本海系群Ｂ海域ＴＡＣの推移 

単位：トン 

特定水産資源 ＴＡＣ 

ずわいがに日本海系群Ｂ海域 750トン 

系群（海域） 
R6年 

（案） 

R5年 

（2023年） 

R4年 

（2022年） 

R3年 

（2021 年） 

R2年 

(2020年) 

日本海系群Ｂ海域 750 640 500 510 610 

資料３－20
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（参考３）ずわいがに日本海系群Ｂ海域の漁獲実績 

単位：トン 

 

 

 

 

 

 

２ 配分（案） 

（１）過去３か年（令和２年から令和４年まで）の漁獲実績の比率に基づいて、大臣管

理区分及び都道府県別に配分する。 

（２）配分量は別紙のとおり。 

系群（海域） 
R4年 

(2022年) 

R3年 

(2021年) 

R2年 

(2020年) 

R1年 

(2019年) 

H30年 

(2018年) 

日本海系群Ｂ海域 264 212 205 184 204 
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（別紙）

数量（トン）

都道府県名 数量（トン）

知事管理分

注記

秋田県 22

山形県 106

新潟県 565

大臣管理分

大臣管理区分

沖合底びき網漁業及び
ずわいがに漁業

57

令和６管理年度ずわいがに日本海系群Ｂ海域
漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について

特定水産資源 TAC（トン）

ずわいがに日本海系群Ｂ海域 750

7979
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令和６管理年度（令和６年７月～令和７年６月）ずわいがに北海道西部系群 

漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について（案） 

 令和６ 年 ５ 月

水 産 庁 

１ ＴＡＣ（案） 

（１）漁獲シナリオに基づく令和６管理年度のＴＡＣの設定方法

資源管理基本方針別紙２－20 の漁獲シナリオに基づき、平成９年以降の最大漁

獲量を考慮してＴＡＣ（漁獲可能量）を設定する。 

（２）令和６管理年度（令和６年７月～令和７年６月）のＴＡＣ案

（参考１）別紙２－20の漁獲シナリオ 

ずわいがに北海道西部系群

⑴ 当該特定水産資源の漁獲は、べにずわいがにの漁獲に付随するものであり、漁

獲努力量が大きく抑制され今後も増大の懸念が少ないこと及び現状の資源状況

も良好な状態にあり大きな変化は見られないことを踏まえ、平成９年（1997

年）以降の資源水準を維持するよう漁獲を管理する。ただし、資源管理の目標

の達成状況を踏まえ、必要に応じてこれを見直すこととする。

⑵ 平成９年（1997年）以降の最大漁獲量を考慮して漁獲可能量を算定する。

（参考２）ずわいがに北海道西部系群のＴＡＣの推移 

単位：トン 

特定水産資源 ＴＡＣ 

ずわいがに北海道西部系群 43トン 

系群 
R6年 

（案） 

R5年 

（2023年） 

R4年 

（2022年） 

R3年 

(2021年) 

R2年 

(2020年) 

ずわいがに 

北海道西部系群 
43 43 43 43 43 

資料３－21
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（参考３）ずわいがに北海道西部系群の漁獲実績 

単位：トン 

 

 

 

 

 

※平成９年（1997年）以降の最大漁獲量は、平成９年（1997年）の 43トン 

 

 

２ 配分（案） 

（１）過去３か年（令和２年から令和４年まで）の漁獲実績の比率に基づいて、大臣管

理区分及び都道府県別に配分する。 

（２）配分量は別紙のとおり。 

系群 
R4年 

(2022年) 

R3年 

(2021年) 

R2年 

(2020年) 

R1年 

(2019年) 

H30年 

(2018年) 

ずわいがに 

北海道西部系群 
６ ７ ６ 12 14 

8282



（別紙）

都道府県名 数量（トン）

北海道 43

TAC（トン）

43

令和６管理年度ずわいがに北海道西部系群
漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について

知事管理分

注記

特定水産資源

ずわいがに北海道西部系群

8383
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令和６管理年度（令和６年７月～令和７年６月）ずわいがにオホーツク海南部 

漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について（案） 

 令和６ 年 ５ 月

水 産 庁 

１ ＴＡＣ（案） 

（１）漁獲シナリオに基づく令和６管理年度のＴＡＣ算定方法

資源管理基本方針別紙２－21 の漁獲シナリオに基づき、資源量が良好な場合に

対応できる数量として、近年の最大漁獲量を考慮してＴＡＣ（漁獲可能量）を設定

する。 

（２）令和６管理年度（令和６年７月～令和７年６月）のＴＡＣ案

（参考１）別紙２－21の漁獲シナリオ 

ずわいがにオホーツク海南部

⑴ 我が国の漁船による漁獲の状況等を踏まえて、我が国漁船の操業水域に分布す

る資源の最適利用が図られるよう漁獲を管理する。

⑵ 資源状況が良好な場合に対応できる数量として、近年の最大漁獲量を考慮して

漁獲可能量を算定する。

（参考２）ずわいがにオホーツク海南部のＴＡＣの推移 

単位：トン 

特定水産資源 ＴＡＣ 

ずわいがにオホーツク海南部 1,000トン 

系群 
R6年 

（案） 

R5年 

（2023年） 

R4年 

（2022年） 

R3年 

(2021年) 

R2年 

(2020年) 

ずわいがに 

オホーツク海南部
1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 
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8585

森本湊(MORIMOTOMinato)
長方形



 

2 

（参考３）ずわいがにオホーツク海南部の漁獲実績 

単位：トン 

 

 

 

 

 

 

 

２ 配分（案） 

（１）過去３か年（令和２年から令和４年まで）の漁獲実績の比率に基づいて、大臣管

理区分及び都道府県別に配分する。 

（２）配分量は別紙のとおり。 

 

系群 
R4年 

(2022年) 

R3年 

(2021年) 

R2年 

(2020年) 

R1年 

(2019年) 

H30年 

(2018年) 

ずわいがに 

オホーツク海南部 
33 92 103 238 804 

 

     

H29年 

(2017年) 

H28年 

(2016年) 

H27年 

(2015年) 

H26年 

(2014年) 

H25年 

(2013年) 

438 885 904 335 313 

8686



（別紙）

数量（トン）

都道府県名 数量（トン）

令和６管理年度ずわいがにオホーツク海南部
漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について

特定水産資源 TAC（トン）

ずわいがにオホーツク海南部 1,000

北海道 125

大臣管理分

大臣管理区分

沖合底びき網漁業及び
ずわいがに漁業

875

知事管理分

注記

8787



8888



資料３－23 

令和６管理年度（令和６年７月～令和７年６月）まだら本州太平洋北部系群 

漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について（案） 

令 和 ６ 年 ５ 月 

水 産 庁 

１ ＴＡＣ（案） 

（１）設定の考え方

令和５年に開催された資源管理方針に関する検討会での取りまとめを踏まえ、下記

の漁獲シナリオで算定されたＡＢＣ（生物学的許容漁獲量。漁期年（７月～翌年６月）

に換算したもの。）をＴＡＣ（漁獲可能量）とする。 

(２)漁獲シナリオの概要

(３)親魚量が令和 15 年（2033 年）に、少なくとも 50％の確率で、目標管理基準値

（最大持続生産量を達成するために必要な親魚量）を上回るよう、漁獲圧力を調

節。

(４)当該管理年度の資源量に以下の漁獲圧力をかける。

ア 親魚量が限界管理基準値以上にある場合には、最大持続生産量を達成する水

準に調整係数（β：0.75）を乗じた漁獲圧力とする。

イ 親魚量が限界管理基準値を下回るが、禁漁水準以上ある場合には、親魚量の

値に応じて上記①の漁獲圧力を更に削減した漁獲圧力とする。

ウ 親魚量が禁漁水準を下回る場合には、漁獲圧力をゼロとする（実際の管理に

おいては、その資源を目的とした採捕が禁止される）。

(５)②により得られる値を生物学的許容漁獲量とし、漁獲可能量は当該値を超えな

い量とする。

（３）令和６管理年度（令和６年７月～令和７年６月）（ステップ１）のＴＡＣ（案）

（参考）資源管理の目標

⑴ 目標管理基準値：10.9千トン（最大持続生産量を達成するために必要な親魚量）

⑵ 限界管理基準値：3.2千トン（最大持続生産量の 60パーセントを達成する親魚量）

⑶ 禁漁水準値：0.4千トン（最大持続生産量の 10パーセントを達成する親魚量）

２ 配分（案） 

都道府県別漁獲可能量及び大臣管理漁獲可能量については、別紙のとおり、具体的な配

分数量は設定せず、漁獲可能量の内数として設定することとする。なお、都道府県及び大

臣管理区分における管理を行う際の参考となる数量を提示する。 

特定水産資源 ＴＡＣ 

まだら本州太平洋北部系群 6,060トン 

8989



（参考）今後のスケジュール 

令和６年５月 10日 水産政策審議会資源管理分科会 

    ７月１日 TAC管理（ステップ１）の開始 

（その後、随時、関係者会合等を開催） 

令和７年４月頃 ＴＡＣ意見交換会 

9090



別紙

数量（トン）

令和６管理年度まだら本州太平洋北部系群漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について（案）

数量（トン）

6,060トンの内数

都道府県名

知事管理分

特定水産資源 ＴＡＣ（トン）

まだら本州太平洋北部系群 6,060

大臣管理分

大臣管理区分

沖合底びき網漁業 6,060トンの内数

青森県、岩手県、宮城県、福島県、茨

城県

9191



9292



資料３－24 

令和６管理年度（令和６年７月～令和７年６月）まだら本州日本海北部系群 

漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について（案） 

 令 和 ６ 年 ５ 月 

　水 産 庁 

１ ＴＡＣ（案） 

（１）設定の考え方

令和５年に開催された資源管理方針に関する検討会での取りまとめを踏まえ、下記

の漁獲シナリオで算定されたＡＢＣ（生物学的許容漁獲量。漁期年（７月～翌年６月）

に換算したもの。）をＴＡＣ（漁獲可能量）とする。 

(２)漁獲シナリオの概要

(３)親魚量が令和 15 年（2033 年）に、少なくとも 50％の確率で、目標管理基準値

（最大持続生産量を達成するために必要な親魚量）を上回るよう、漁獲圧力を調

節。

(４)当該管理年度の資源量に以下の漁獲圧力をかける。

ア 親魚量が限界管理基準値以上にある場合には、最大持続生産量を達成する水

準に調整係数（β：0.95）を乗じた漁獲圧力とする。

イ 親魚量が限界管理基準値を下回るが、禁漁水準以上ある場合には、親魚量の

値に応じて上記①の漁獲圧力を更に削減した漁獲圧力とする。

ウ 親魚量が禁漁水準を下回る場合には、漁獲圧力をゼロとする（実際の管理に

おいては、その資源を目的とした採捕が禁止される）。

(５)②により得られる値を生物学的許容漁獲量とし、漁獲可能量は当該値を超えな

い量とする。

（３）令和６管理年度（令和６年７月～令和７年６月（ステップ１）のＴＡＣ（案）

（参考）資源管理の目標

⑴ 目標管理基準値：5.2千トン（最大持続生産量を達成するために必要な親魚量）

⑵ 限界管理基準値：2.5千トン（最大持続生産量の 60パーセントを達成する親魚量）

⑶ 禁漁水準値：0.4千トン（最大持続生産量の 10パーセントを達成する親魚量）

２ 配分（案） 

都道府県別漁獲可能量及び大臣管理漁獲可能量について、別紙のとおり、具体的な配

分数量は設定せず、漁獲可能量の内数として設定することとする。なお、都道府県及び

大臣管理区分における管理を行う際の参考となる数量を提示する。 

特定水産資源 ＴＡＣ 

まだら本州日本海北部系群 3,260トン 

9393



（参考）今後のスケジュール 

令和６年５月 10日 水産政策審議会資源管理分科会 

    ７月１日 TAC管理（ステップ１）の開始 

（その後、随時、関係者会合等を開催） 

令和７年４月頃 ＴＡＣ意見交換会 

9494



別紙

数量（トン）

令和６管理年度まだら本州日本海北部系群漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について（案）

都道府県名 数量（トン）

3,260トンの内数

知事管理分

特定水産資源 ＴＡＣ（トン）

まだら本州日本海北部系群 3,260

大臣管理分

大臣管理区分

沖合底びき網漁業 3,260トンの内数

青森県、秋田県、山形県、新潟県、富

山県、石川県

9595



9696



資料３－25 

令和６管理年度（令和６年７月～令和７年６月）まだら北海道太平洋 

漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について（案） 

 令和６年５月 

水 産 庁  

１ ＴＡＣ（案） 

（１）設定の考え方

令和６年に開催された資源管理方針に関する検討会での取りまとめを踏まえ、下記

の漁獲シナリオで算定されたＡＢＣ（生物学的許容漁獲量。漁期年（７月～翌年６月）

に換算したもの。）をＴＡＣ（漁獲可能量）とする。 

（２）漁獲シナリオの概要

① 漁獲シナリオ

直近の資源水準（2.11）と限界管理基準値（1.08）の大小を比較して（※直近の

資源水準の方が高い）、用いる計算式を選択。次に、直近の資源水準（2.11）と目標

管理基準値（1.47）の差に基づき、漁獲量を調整する（漁獲量を調整する値＝1.09）。 

② 漁獲可能量の算定方法

生物学的許容漁獲量は、直近５年の漁獲実績の平均値（21,852 トン）を①の規定

に基づき調整した値（21,852×1.09＝23,900 トン（100 トン単位に切上げ））とし、

漁獲可能量は当該値を超えない量（23,900 トン）とする。 

③ 予期せぬ加入量の増加等による漁獲可能量の追加

 漁獲の状況からみて、予期せぬ加入量の増加又は他海域からの資源の移入が発生し

たとみなされる場合、②において算定した当該管理年度の漁獲可能量に残漁期の推

定漁獲量（各月の漁獲量を過去 10 年間の最大値と仮定した数量）を上限として追

加する。 

（３）令和６管理年度（令和６年７月～令和７年６月）（ステップ１）のＴＡＣ（案）

特定水産資源 ＴＡＣ 

まだら北海道太平洋 23,900 トン 

9797



２ 配分（案） 

都道府県別漁獲可能量及び大臣管理漁獲可能量については、別紙のとおり、具体的な配

分数量は設定せず、漁獲可能量の内数として設定することとする。なお、都道府県及び大

臣管理区分における管理を行う際の参考となる数量を提示する。 

 

 

（参考１）今後のスケジュール 

令和６年７月１日 ＴＡＣ管理（ステップ１）の開始 

（その後、随時、関係者会合等を開催） 

    令和７年４月頃    ＴＡＣ意見交換会 

  

 

（参考２）資源管理基本方針（案）抜粋 

第３ 資源管理の目標 

（略）下記の指標を代替的に用いて目標管理基準値等を設定する。その際、資源水準

の指標は、国が行うまだら北海道太平洋の資源評価で推定された資源量相対値を資源

量指標値として用いる。 

１ 目標管理基準値 

過去の資源量指標値の頻度分布データに正規分布をあてはめたときの 80 パーセン

トに相当する資源水準の値とする。 

２ 限界管理基準値 

過去の資源量指標値の頻度分布データに正規分布をあてはめたときの 56 パーセン

トに相当する資源水準の値とする。 

第４ 漁獲シナリオ 

１ 漁獲シナリオ 

直近の資源水準の値と第３の２の値の大小を比較した結果及び直近の資源水準の値

と第３の１の値の差に基づき、漁獲量を調整する。 

２ 漁獲可能量の算定方法 

生物学的許容漁獲量は、直近５年の漁獲実績の平均値を１の規定に基づき調整した

値とし、漁獲可能量は当該値を超えない量とする。 

３ 予期せぬ加入量の増加等による漁獲可能量の追加 

漁獲の状況からみて、予期せぬ加入量の増加又は他海域からの資源の移入が発生

したとみなされる場合、２において算定した当該管理年度の漁獲可能量に残漁期の

推定漁獲量（各月の漁獲量を過去 10 年間の最大値と仮定した数量）を上限として追

加する。 

9898



別紙

数量（トン）

都道府県名 数量（トン）

23,900トンの内数

知事管理分

令和６管理年度まだら北海道太平洋漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について（案）

特定水産資源 ＴＡＣ（トン）

まだら北海道太平洋 23,900

大臣管理分

大臣管理区分

沖合底びき網漁業 23,900トンの内数

北海道、青森県

9999



100100



資料３－26 

 令和６管理年度（令和６年７月～令和７年６月）まだら北海道日本海 

漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について（案） 

 

 令和６年５月  

水 産 庁  

 

１ ＴＡＣ（案） 

（１）設定の考え方 

令和６年に開催された資源管理方針に関する検討会での取りまとめを踏まえ、下記

の漁獲シナリオで算定されたＡＢＣ（生物学的許容漁獲量。漁期年（７月～翌年６月）

に換算したもの。）をＴＡＣ（漁獲可能量）とする。 

 

（２）漁獲シナリオの概要 

 ① 漁獲シナリオ 

   直近の資源水準(5.023)と限界管理基準値(1.39)の大小を比較して(※直近の資

源水準の方が高い)、用いる計算式を選択。次に、直近の資源水準(5.0239 と目標管

理基準値(2.48)の差に基づき、漁獲量を調整する。(漁獲量を調整する値＝1.105） 

 ② 漁獲可能量の算定方法 

   生物学的許容漁獲量は、直近５年の漁獲実績の平均値(12,372 トン)を①の規定に

基づき調整した値（12,372×1.105＝13,700 トン（100 トン単位に切上げ））とし、

漁獲可能量は当該値を超えない量（13,700 トン）とする。 

③ 予期せぬ加入量の増加等による漁獲可能量の追加 

漁獲の状況からみて、予期せぬ加入量の増加又は他海域からの資源の移入が発生

したとみなされる場合、②において算定した当該管理年度の漁獲可能量に残漁期の

推定漁獲量（各月の漁獲量を過去 10 年間の最大値と仮定した数量）を上限として追

加する。 

  

（３）令和６管理年度（令和６年７月～令和７年６月）（ステップ１）のＴＡＣ（案） 

 

 

 

  

特定水産資源 ＴＡＣ 

まだら北海道日本海 13,700 トン 

101101



２ 配分（案） 

都道府県別漁獲可能量及び大臣管理漁獲可能量については、別紙のとおり、具体的な配

分数量は設定せず、漁獲可能量の内数として設定することとする。なお、都道府県及び大

臣管理区分における管理を行う際の参考となる数量を提示する。 

 

 

（参考１）今後のスケジュール 

令和６年７月１日 ＴＡＣ管理（ステップ１）の開始 

（その後、随時、関係者会合等を開催） 

令和７年４月頃 ＴＡＣ意見交換会 

 

（参考２）資源管理基本方針（案）抜粋 

第３ 資源管理の目標 

（略）下記の指標を代替的に用いて目標管理基準値等を設定する。その際、資源水準

の指標は、国が行うまだら北海道太平洋の資源評価で推定された資源量相対値を資源

量指標値として用いる。 

１ 目標管理基準値 

過去の資源量指標値の頻度分布データに正規分布をあてはめたときの 91 パーセント

に相当する資源水準の値とする。 

２ 限界管理基準値 

過去の資源量指標値の頻度分布データに正規分布をあてはめたときの 63.7 パーセ

ントに相当する資源水準の値とする。 

第４ 漁獲シナリオ 

１ 漁獲シナリオ 

直近の資源水準の値と第３の２の値の大小を比較した結果及び直近の資源水準の値

と第３の１の値の差に基づき、漁獲量を調整する。 

２ 漁獲可能量の算定方法 

生物学的許容漁獲量は、直近５年の漁獲実績の平均値を１の規定に基づき調整した

値とし、漁獲可能量は当該値を超えない量とする。 

３ 予期せぬ加入量の増加等による漁獲可能量の追加 

漁獲の状況からみて、予期せぬ加入量の増加又は他海域からの資源の移入が発生し

たとみなされる場合、２において算定した当該管理年度の漁獲可能量に残漁期の推定

漁獲量（各月の漁獲量を過去 10 年間の最大値と仮定した数量）を上限として追加す

る。 

 

102102



別紙

数量（トン）

都道府県名 数量（トン）

13,700トンの内数

知事管理分

令和６管理年度まだら北海道日本海漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定及び配分について（案）

特定水産資源 ＴＡＣ（トン）

まだら北海道日本海 13,700

大臣管理分

大臣管理区分

沖合底びき網漁業 13,700トンの内数

北海道

103103



104104



資料３－27 

- 1 -

令和６～８管理年度の漁獲可能量（ＴＡＣ）の配分シェアの算出について

令 和 ６ 年 ５ 月

資源管理推進室

１ 背景等

 漁獲可能量（ＴＡＣ）を都道府県及び大臣管理区分へ配分する際の配分シェア

については、直近３か年の漁獲実績シェアの平均値（以下「基本シェア」という。）

を算出し、これを３か年（管理年度）にわたって用いることを基本としている。

 特定水産資源である、さんま、まあじ、まいわし全資源、すけとうだら全資源、

するめいか、まさば及びごまさば全資源並びにずわいがに全資源のうち、

（ア）するめいか以外の特定水産資源については、令和３～５管理年度のＴＡ

Ｃ設定に当たり、直近３か年（平成２９年～令和元年）のデータを用いて、 
（イ）するめいかについては、令和４～６管理年度のＴＡＣ設定に当たり、直

近３か年（平成３０年～令和２年）のデータを用いて、

基本シェアの算出を行っているところである。

上記のうち（ア）するめいか以外の特定水産資源については、令和６～８管理

年度のＴＡＣの配分にあたって基本シェアを更新する必要があることから、以下

の考え方に基づき、算出することとしたい。

２ 基本シェアの算出

（１）令和２年から令和４年までの過去３カ年の漁獲実績（暦年）を用いる。

（２）漁獲実績については都道府県、大臣管理区分ともにＴＡＣ報告を用いる。

ただし、令和２年の都道府県の漁獲実績については農林水産省漁業・養殖業

生産統計（以下「農林水産統計」という。）の漁獲量とＴＡＣ報告を比較し、

多い方を用いる。また、令和３～令和５管理年度にＴＡＣの配分がなかった

都道府県は、農林水産統計の漁獲量を用いることとする。（末尾の参考参照） 
（３）上記の基本シェアの算定に用いる期間に漁獲可能量を超過した数量につい

ては、漁獲実績に算入しない。

（４）上記の漁獲実績データを用いて、我が国全体の漁獲実績に対する比率（小

数点以下２桁（％））を年毎に算出し、その３か年の単純平均（小数点以下

２桁（％））を配分の際の基本シェアとする。

３ ＴＡＣの配分方法について

（１）上記２（４）で求めた基本シェアを用いて、ＴＡＣを都道府県及び大臣管

理区分へ比例配分することを基本とする。

（２）ただし、数量を明示する管理区分間に漁業実態等を踏まえた別途の合意が

ある場合には、それを尊重し、当該合意による数値を用いて配分数量を算出

する。
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 （３）また、個々の具体的配分数量については、（１）又は（２）で算定した数

量の１００トン未満を切り上げた数量（すけとうだら全資源にあっては１０

の位を四捨五入した数量、すわいがに全資源にあっては０．１の位を四捨五

入した数量）を用いる。 
  （４）ただし、資源管理基本方針（第５の３）に基づき配分数量を明示しない都

道府県については、以下の①、②又は③に該当する場合に応じて、それぞれ

に掲げる方法により行うこととする。 
①漁獲実績（過去３年平均値をいう。以下同じ。）が１トン以上の都道府県  

「現行水準」による配分とし、この場合においては、基本シェアによる比 

例配分で算定された数量を目安数量として示すこととする。この場合で、

当該目安数量が１０トン未満の場合は「１０トン未満」、１０トン以上５

０トン未満の場合は「５０トン未満」、５０トン以上１００トン未満の場

合は「１００トン未満」として示す（ずわいがに全系群を除く）。 
②漁獲実績が１トン未満の都道府県 
  「現行水準」による配分とし、目安数量として「１０トン未満」とする。

ただし、過去の水試等のデータに基づいて、漁獲実績がない（かつ、今後

も漁獲が見込まれない）と都道府県として判断する場合には、配分を行わ

ないこととする（ずわいがに全系群を除く）。 

   ③ずわいがに全系群については、「現行水準」による配分とし、この場合に

おいては、基本シェアによる比例配分で算定された数量を目安数量として

示すこととする。 
この場合で、当該目安数量が１トン未満の場合は「１トン未満」として

示す。ただし、過去の水試等のデータに基づいて、漁獲実績がない（かつ、

今後も漁獲が見込まれない）と都道府県として判断する場合には、配分を

行わないこととする。 
 
４ その他 
  するめいかについては、令和７～８管理年度のＴＡＣ配分にあたって基本シェ

アの更新を行う。 
 
 

（以 上） 
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（参考） 
基本シェア計算に用いる漁獲実績の一覧 

 
※配分シェアの算出については、改正漁業法の施行前は従前の方法によるものとし、

施行後はＴＡＣ報告を用いることを基本とする。 

 配分があった都道府県 大臣管理区分 
配分がなかった都道

府県 

令和２年 
農林水産統計（確報） 

またはＴＡＣ報告のうち、

多い方 
ＴＡＣ報告 農林水産統計（確報） 

令和３年 ＴＡＣ報告 ＴＡＣ報告 農林水産統計（確報） 

令和４年 ＴＡＣ報告 ＴＡＣ報告 農林水産統計（概数） 
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